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素案を修正した主な項目 

 

頁 修正箇所 修正前（素案） 修正後（原案） 
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施策 12 医療環境の

充実 

「現状と課題」の 5 つ

目 

― 以下の記述を追記。 

脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎、アレ

ルギー疾患など、患者の QOL（生活の

質）に影響の大きい疾患について、市

民の不安や心配の解消に向け、相談･

情報提供機能の充実などを図る必要が

あります。 

79 

施策 12 医療環境の

充実 

「目標達成に向けた主

な事業」の 3 

― 
以下の記述を追記。 

また、適切な救急医療の利用について

の啓発をすすめます。 
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施策 8 暮らしを支えるセーフティネットの確保 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 これまで社会的セーフティネットを担ってきた家族と企業、互助機能をもつ地域コミュ

ニティの支援機能が低下しています。また、 

様々な事情から、生活保護世帯数が増加するな

ど、生活困窮に陥る人が周囲から孤立し、脱出

できない状況が増えています。 

 ひとり親世帯での生活困窮が著しく、支援が必

要となってます。こうした状況が子どもの貧困

や「貧困の世代間連鎖」などの社会問題につな 

がっており、困窮するひとり親家庭の子の自立

に向けた複合的な支援が求められています。 

 親の生活困窮をはじめとした様々な原因から、生活体験や学習の機会が十分に与え

られず、進路選択について不安を抱える思春期の子どもが増えています。 

 
 

＜主な指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

目  標  

◇生活困窮に陥り、周囲から孤立する人々が、福祉・雇用などの複合的支援

や地域住民のサポートなどにより、安定した生活を送ることができるよう

になっています。 

◇「社会の宝」である子ども一人ひとりが、家庭の経済的な状況にかかわら

ず、将来の自立に向けて、生き生きと学び、のびのびと成長しています。 

生活費が不足している。 
 ○母子家庭の約65％ 
 ○父子家庭の約35％ 

 

 

資料：21年 11月 13日厚生労働省公表 

ひとり親世帯の

貧困率 54.3%

（19 年度） 

全国の貧困率 

15.7% 

（19 年度） 

子どもの貧困率

14.2％（19 年度） 

※相対的貧困率 

国民が得る年収の中央値の

半分未満の金額である人口が

全人口に占める比率です。 

記載されている貧困率は相

対的貧困率を表しています。 

 

 

資料：横浜市ひとり親家庭アンケート 

（20年 横浜市こども青少年局） 

 

高校を中退したり、卒業後も

無業状態になる若者が増え

ている。（地域の声） 

※ 各年度 4 月 

【横浜市の生活保護の状況】 

 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年 

被 保 護
世帯数 

35,571 36,650 37,429 39,691 44,438 
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計画上の見込額 48億円 

達
成
指
標 

 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 
就労支援専門員の協

力による就労者数 

1,264 人/年 

（21年度末） 
1,600人/年 健康福祉局 

② 
地域でのきめ細かな
進路選択支援を受け
る青少年の数 

― 650人/年 こども青少年局 

   

 

 

 

 

目標達成に向けた主な事業 

  

１ 被保護者自立支援プログラム事業 所管局 健康福祉局【区】 
就労支援専門員が、被保護者の自立を支援するため、ケースワーカーと連携し、専門的に一人

ひとりの被保護者への就労支援を行います。 

想定事業量 
就労人数 6,200人（4か年） 
【直近の現状値】21年度末：1,264 人/年 計画上の見込額 7億円 

 
２ 地域日常生活自立支援事業 所管局 健康福祉局【区】 

生活保護の受給に至らないものの、様々な事情により困窮している人に対し、自立支援相談員

が就労に向けた相談支援を行います。 

想定事業量 
就労人数 224人（4か年） 
【直近の現状値】21年度末：49人/年 計画上の見込額 0.7億円 

 
３ 困難を抱える若者の自立支援プログラム 所管局 こども青少年局 

困難を抱える若者の自立を支援するため、一人ひとりの状況に応じた「きめ細かく切れ目ない」相

談支援・情報提供等の様々な支援プログラムを行います。また、雇用・福祉・医療など異なる関係機

関が連携・協力する「横浜市子ども・若者支援協議会」を設置し、包括的な支援体制を整備します。 

想定事業量 
自立支援機関の年間利用者 46,450 人 
【直近の現状値】21年度末：39,171 人/年 計画上の見込額 9億円 

 

４ 【新規】中・高校生世代を中心とした進路 
選択支援事業 

所管局 
こども青少年局 

職業意識の醸成やキャリア形成を図るため、家庭環境や学習面等に課題を抱える中・高校生世

代に対し、早い段階から学習や就労の支援、メンタル面でのサポートなどを行います。 

想定事業量 
年間で支援した中・高校生等 650人 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 1億円 

 

５ 母子家庭等就労支援事業 所管局 こども青少年局【区】 

就労支援員が、相談をはじめ、就労支援計画の作成や、書類作成の支援など、きめ細かな求職

活動支援を行います。 

想定事業量 
年間就労者数 300人 
【直近の現状値】21年度末：261 人 計画上の見込額 0.8億円 

 

 

「伴走機能」の実践～あったか家族せやプロジェクト 
 

 瀬谷区では、生活困窮に陥った人に寄り添いきめ細かに支援していくという「伴走機能」を実
践する取組を進めています。 
21年度には、「支えあい家族支援事業」として、生活困難を抱える家庭に区がアシスタ 

ントを派遣し、複合的な生活問題の解決に向けて、共に考え家庭をサポー
トする取組を実施しました。 
22 年度は、その検証を踏まえ、子どもの「学習支援」、「生活体験」、「相

談」、「生活支援機能」を備えた常設型の支援施設の設置を進めています。 
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施策 9 地域ケアを支える在宅サービスや介護施設の充実 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

  

 高齢者人口の増加に伴い、中度・重度の要介護

者や医療依存度の高い高齢者が増えることが

予想されます。 

また、高齢者の多くが、自分自身や家族の健康

を気にかけており、市民全体が楽しく、継続的

に参加できる活動としての健康づくりや介護

予防に向けた取組が求められています。 

 多くの高齢者は自宅での生活を望んでおり、 

在宅サービスの充実を図る必要があります。 

同時に自宅での生活を続けることが困難な方の 

ため、介護施設の充実も重要となっています。 

 介護サービスの担い手となるヘルパーなどの人材の確保とともに、高齢者への虐待

防止を含む介護サービスの質の向上も課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

＜主な指標＞ 
 
   

＊今後の見込みは…（第 4期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画） 

 

 

目  標  
◇高齢者がいきいきとした生活を続けるため、社会活動への参加や介護予防へ

の取組が活発になっています。 

◇必要なサービスや支援を受けることにより、住み慣れた地域で暮らし続ける

ことができています。 

◇在宅での生活が難しい方は、個々の状況に応じた施設で安心して暮らしてい

ます。 

高齢者の声から その 1 
（19年度横浜市高齢者実態調査） 

◆急速に進む高齢化  
（17 年度） ⇒ （26 年度） 

 高齢者人口  60 万人⇒86 万人 
 高齢化率      16.6％⇒  23.1％ 
 要介護度 4・5  2.7 万人⇒3.7 万人 

 

◆一人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加 
（17 年度）⇒（26 年度） 

一人暮らし高齢者   9.8 万人 ⇒ 15 万人 

高齢夫婦のみ    12.4 万世帯⇒ 20 万世帯 

高齢者人口  約 72 万人 
 高齢化率      19.５％ 
 要介護認定者数 約 11 万人 

（22 年 3 月末現在） 

現在の心配事は、 
①自分の健康のこと 

（約60％） 
②配偶者の健康のこと 

（約40％） 

サービスを受けな
がらできる限り自
宅で暮らしたい。 
（自宅で暮らす 
高齢者の約70％） 

 
高齢者の声から その２ 

（19 年度横浜市高齢者実態調査） 

介護予防について、きっか
けがあれば取り組みたい 
（約14％） 
 

介護予防に興味があるが、
具体的な取り組み方がわか
らない（約17％） 
 

介護者をサポート～介護者のつどい～ 
 地域包括支援センター（地域ケアプ
ラザ）などで、介護者のつどいを開催
するなど介護に携わる家族のストレ
スを少しでも和らげようという支え
あいの輪が、地域で広がっています。 
(写真は都筑区 加賀原地域ケアプラザ提供 

 男性介護者のつどい)   
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計画上の見込額 520億円 

達

成

指

標 

 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 
介護予防事業全体の
参加者数 

累計 10,000 人 
（21年度末） 

累計 40,000人 健康福祉局 

② 
在宅サービスの利用
満足度※1 

68.1％ 
(19 年 11月調査) 

70％ 健康福祉局 

③ 
特別養護老人ホーム 
平均待ち月数※2

 

14 月 
(21 年度) 

12月 健康福祉局 

 ※1在宅サービスの利用満足度は、居住系サービスを除く。 

 ※2入所申込者は、要介護度 3 以上の入所の必要性・緊急性の高い申込者。 

  

 

 
 

 

 
 
 

目標達成に向けた主な事業 

  

１ 地域包括支援センターの運営 所管局 健康福祉局【区】 
地域包括支援センター（地域ケアプラザ）を運営し、高齢者の総合的な相談や福祉保健サービ

スの利用調整、介護予防、ケアマネジャーへの支援等を行います。 

想定事業量 
運営 136か所 
【直近の現状値】21年度末：126か所 計画上の見込額 120億円 

 
２ 介護予防・社会参加の推進 所管局 健康福祉局【区】 
高齢者が介護予防活動を行うきっかけとして、具体的な取組（運動・口腔ケア・栄養改善等）

を実践するプログラムを提供するとともに、高齢者の知識や経験等を活用するボランティアポイ
ント事業を進めます。 

想定事業量 

①介護予防事業参加者 10,000 人 
②ボランティア登録者 7,000 人 
【直近の現状値】21年度末：①5,000人, 
             ②2,100 人 

計画上の見込額 18億円 

 
３ 小規模多機能型居宅介護事業所整備事業 所管局 健康福祉局 
「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時「訪問」（24 時間 365 日対応）や

「宿泊」を組み合わせてサービスを提供することで、在宅生活の継続的支援を行う事業所を整備
します。 

想定事業量 
128か所 
【直近の現状値】21年度末 40か所 計画上の見込額 16億円 

 
４ 特別養護老人ホームの整備 所管局 健康福祉局 
入所の必要性・緊急性の高い特別養護老人ホーム入所申込者が、おおむね 1 年以内に入所でき

るよう、整備を進めます。 

想定事業量 
14,200床 
【直近の現状値】21年度末：12,207 床 計画上の見込額 130億円 

 
５ 介護人材確保の推進 所管局 健康福祉局 
介護人材の確保のため、ホームヘルパーや介護福祉士等の資格取得を支援するなどの取組を推

進します。 

想定事業量 
助成金の交付 3,600人 
【直近の現状値】21年度末：1,600人 計画上の見込額 1億円 

 

「お互いさまねっと いこい」の取組～栄区公田町団地  
 高齢者の一人暮らしの生活では、「見守り」「日用品の買い物の手助け」な
どのちょっとした手助け・気くばりが大きな安心につながります。栄区・公
田町団地では、20年 6 月に、自治会を中心に、団地の見守りと支え合いの体
制をつくるため「お互いさまねっと公田町団地」を発足させました（21 年 9
月に NPO 法人化）。毎週火曜日に開かれる「あおぞら市」に加えて、22 年 4
月には空き店舗を活用して、交流拠点「お互いさまねっと いこい」を開所
し、交流サロン等の取組を行っています。 

 
 



 

第 5 章 基本政策 

 

 ６（冊子 74） 
 

施策 10 障害児・者福祉の充実 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 ライフステージを通じて一貫した支援体制を構築する中で、一人ひとりの障害特性

やライフステージに応じた課題を解決していくことが求められています。 

在宅で過ごす障害児・者が増加している中で、移動支援や相談など、地域における安

定した生活のための支援のニーズが高くなっています。 

 身体・知的・精神の 3障害に加えて、発達障害、高次脳機能障害など、従来の障害認

定基準ではとらえきれない方々のニーズに応えていく必要があります。 

 障害児に対しては、地域療育センター等を中心に早期発見・早期療育を図ることが

大切です。 
 

＜主な指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

目標  
「横浜市障害者プラン」(第 2期)を着実に推進し、特に「将来にわたるあんし

ん施策」に取り組むことにより、 

◇親なき後も安心して地域で生活できる仕組みの構築が進んでいます。 

◇障害者の高齢化・重度化への対応が進んでいます。 

◇地域で生活するためのきめ細かな対応が充実しています。 

 

 【日頃、身近で相談する相手】 

（平成 20年度横浜市実施 ニーズ把握調査） 

家族 86.1％ 

友人・知人 29.5％ 

施設等の職員 19.5％ 

相談支援機関 3.5％ 

  

 

 

身体障害者 90,322 人 

知的障害者 19,751 人 

精神障害者 19,152 人 

 

【障害者手帳交付者数】21 年度 

（横浜市ポータルサイト） 

 

 

地域活動ホーム 

福祉保健センター 

生活支援センター 

児童相談所 

※「横浜市障害者プラン」が目指す「あんしん」 

 障害児・者が、主体的に生き方・暮らし方を選択し、自分らしくいきいきと生活していく

ために、福祉保健センターなどの支援機関とともに、地域住民や自助グループ、さらに、生

活の基盤を支える教育、医療、就労などによる支援のネットワークを構築していきます。 

 

「高齢になったときの健康や体力」や
「収入」、「介助者」について障害児・者
の多くが将来に不安を感じています。 
「横浜市障害者福祉に関するアンケート8、15年」
「障害者（身体、知的、精神）アンケート20年」 

（ 
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 ７（冊子 75） 
 

 

計画上の見込額 110億円 

達
成
指
標 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 

日常生活の見守り体制の構

築を希望する方(後見的支

援制度登録者)のうち、体制

ができた人の割合 

－ 70％ 健康福祉局 

② 

移動情報センター（仮称）

で受け付ける相談で移動手

段が解決された人の割合 

－ 50％ 健康福祉局 

③ 
障害児の放課後等の居場所

の年間延べ利用人数 

38,680 人/年 

(21年度) 
59,000人/年 こども青少年局 

 
 

目標達成に向けた主な事業 
  
１ 【新規】地域で暮らすための後見的支援の推進 所管局 健康福祉局 
障害者が地域で安心して暮らすため、成人期の本人を支える仕組みとして、日常生活の見守り

や将来の不安に関する相談、権利擁護を行う後見的支援体制の構築を進めます。 

想定事業量 
12区 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 9億円 

 

２ 
【新規】医療的ケアを要する障害児・者の地

域生活を支援する多機能型拠点の整備 
所管局 健康福祉局 

重症心身障害児・者など、常に医療的ケアが必要な人の地域での暮らしを支援するため、訪問
看護サービスやショートステイなどを一体的に提供できる拠点の整備を方面別に進めます。 

想定事業量 
開所 3か所 整備中 3か所 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 12億円 

 
３ 【新規】移動情報センター（仮称）の設置 所管局 健康福祉局 
各区に障害児・者の移動についての情報を収集・発信し、相談・調整を行う「移動情報センタ

ー」（仮称）を設置します。地域の関係者と協力し、相談内容について解決していきます。 

想定事業量 
9区で実施 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 2億円 

 
４ 就労支援センター運営事業 所管局 健康福祉局 
就労を希望している障害者や就労している障害者を対象に、障害者本人・家族への継続支援と

企業への支援を関係機関と連携し、障害者雇用の拡大と定着を図ります。 

想定事業量 
9館 
【直近の現状値】21年度末：8館 計画上の見込額 10億円 

 
５ 障害児の居場所づくり 所管局 こども青少年局 

放課後や夏休み等にのびのびと過ごすことのできる、学齢期の障害児のための居場所の確保な

どを進めることにより、障害児の支援と家族の社会参加のための環境を整えます。 

想定事業量 
32か所 
【直近の現状値】21年度末：17か所 計画上の見込額 11億円 

 
６ 重症心身障害児施設の整備 所管局 こども青少年局 
重症心身障害児者数の増加する中、施設不足により、多くの方が市外入所を余議なくされてい

ます。また、必要な時に短期入所の利用ができず在宅介護を行う家族の負担が増大している状況
を解消するため、新たに重症心身障害児施設を整備します。 

想定事業量 
竣工 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 27億円 
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施策 11 市民の健康づくり・健康危機管理機能の充実 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 健康は市民の大きな関心事であり、自分の健康の維持・向上を考えたライフスタイル

を送る人が増加する中、それぞれに応じた健康づくりに気軽に取り組める環境が求め

られています。 

 食を通して健康と人間性を育む食育について、市

民が生活の中に取りいれていけるように、地域や

企業などの連携による取組が求められています。 

さらに、近年の食品偽装事件や、ノロウィルス等

による食中毒発生により、食をめぐる不安が高ま

っており、食の安全を確保するための検査や指導

の強化などが求められています。 

 新型インフルエンザなどの感染症の罹患リスクが 

高まっており、感染症への適切な対応が必要にな 

っています。 

 10年以降、毎年 700 人前後の市民が自殺により亡 

くなる状況が続いており、総合的な自殺対策が必 

要になっています。 
 

 

 

 

 

 

目  標  
◇一人ひとりが、自分にあった方法で、健康づくりに取り組むことができて

います。 

◇感染症や食中毒など、身近に潜む健康危機に対して、予防策や拡大防止策

が構築されています。 

◇一人ひとりが健康で安心して生活でき、困難を抱えても自殺に至らないよ

うに相談体制の整備や啓発などが進んでいます。 

 

 

 

①自分の健康を、今後「向上させ
たい」、「今の状態を保ちたい」
と考えている市民：95.4％ 

②自分を「健康でない」と感じて
いる市民：15.3％ 

【健康に関する市民の意識】 

20 年度 横浜市健康に関する
市民意識調査 

資料：横浜市自殺統計データ 

自殺予防の取組～健康福祉局・南区 
 
自殺は、生命・生活に関わる深刻な問題 

です。本市では 18年度から自殺対策 
として普及啓発、職員研修、自死遺族支援 
などに取り組んでいます。 

南区では、局の取組と連携しながら、自殺につい
て正しい理解や対応力を深めるために、地域で活動
する民生委員等への研修や、自殺対策をテーマにし
た出前講座などを行っています。 
 

＜主な指標＞ 

食の安全について関心のあること 
ｎ＝5,246(複数回答) 

資料：21年度食の安全に関する市民アンケート 

 
食中毒 

食品添加物 

アレルギーを
起こす食品 

残留農薬 

あ輸入食品 

2243 

2018 

1860 

1790 

1689

1790 
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計画上の見込額 67億円 

達
成
指
標 

指 標 直近の現状値 目標値（25 年度） 所管局 

① 
朝食を食べる市民の割合
(健康横浜 21推進) 

72.7％ 
（17 年度） 

85％以上 健康福祉局 

② 
食中毒及びノロウィルス
感染症の発生届出件数 

129 件/年 
（19～21 年度平均） 

110件/年 健康福祉局 

③ 
ゲートキーパー数（自殺対策

研修を受講した地域支援者数） 
662人 

（21 年度） 
累計 4,000 人 
（全市） 

健康福祉局 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

目標達成に向けた主な事業 

  

１ 
市民の健康づくりの推進・よこはま市民健
康ポイント 

所管局 健康福祉局【区】 

「食習慣の改善」、「身体活動・運動の定着」、「禁煙・分煙の推進」の 3 分野を重点取組とする
「健康横浜 21」を推進し、生活習慣病の予防を進め、市民の主体的な健康づくりを支援します。
また、22 年度に策定する食育推進計画に基づき、食育を推進するほか、市民が健康づくりに取り
組むきっかけの一つとして「よこはま市民健康ポイント」制度を導入します。 

想定事業量 
次期「健康横浜 21」計画の推進 
【直近の現状値】21年度末：推進 計画上の見込額 5億円 

 
２ 食の安全強化対策事業 所管局 健康福祉局 

 市民の不安が高い残留農薬、動物用医薬品、遺伝子組換え食品、アレルギー物質を含む食品な
どの検査を強化するとともに、ノロウイルスの感染予防対策を強化します。 

想定事業量 
検査検体数 6,500検体 
【直近の現状値】21年度末：6,271 検体 計画上の見込額 3億円 

 
３ 新型インフルエンザ対策事業 所管局 健康福祉局､消防局 
新型インフルエンザの流行に備え、資器材等の備蓄や医療体制整備を図るとともに、「横浜市新

型インフルエンザ対策行動計画」の見直しを行い、体制の充実強化を図ります。 

想定事業量 
関係機関と医療体制に関する協定締結 
【直近の現状値】21年度末：発熱外来 18か所等 計画上の見込額 16億円 

 
４ 衛生研究所の再整備・機能強化 所管局 健康福祉局 
健康危機管理体制を充実させるため、感染症・食中毒や食品の検査・研究拠点である衛生研究

所を金沢区の富岡地区に移転・再整備し、検査研究機能の強化を図ります。 

想定事業量 
衛生研究所検査のべ項目数100,000項目／建設中 

【直近の現状値】21年度末：95,000項目／－ 計画上の見込額 36億円 

 
５ 自殺対策事業 所管局 都市経営局、健康福祉局 等 
社会問題となっている自殺に対応するため、実態把握、普及啓発、人材育成、自死遺族支援、相談

体制、ハイリスク対策など、関係者の連携による総合的な対策を、全市的な取組として進めます。 

想定事業量 
講演会参加者数：8,000人（4か年） 
【直近の現状値】21年度参加者数：1,616人 計画上の見込額 2億円 

 

健康づくりを身近に～区での取り組み   
 各区では、ウォーキングや体操など、運動分野の参加型の取組を行い、健康づく
りの推進に努めています。 
 戸塚区では、区民活動団体による「はまちゃん体操」の普及や「ウォーキングマ 
ップ」作成の取組など、健康づくり活動を行う団体の「つながり」を構築し、区内
全域で健康づくりを広げることで、地域コミュニティの活性化を目指しています。 
また、栄区や南区などでは、特色ある取組として、公園の健康遊具を活用した健

康づくりを推進しており、身近な地域での活動を支援しています。 

 

 (栄区作成資料より) 
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施策 12 医療環境の充実 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 産科医師の確保が難しいことなどを理由に、分娩の取扱いを休止す 

る医療機関があるなど、出産に対する不安の声が寄せられています。

また、周産期救急を取り扱う医療機関や専用の病床も不足しています。 

 小児科でも救急に対応する医師の確保が難しく、救急を休止する医

療機関があるため、小児救急の拠点となる病院に軽症の患者が集中

するなど、救急医療機関の負担が大きくなっています。 

 多くの保護者が子どもの急病の際の対応に不安を抱えており、休日・夜

間の小児救急と相談体制の充実へのニーズが高まっています。 

 救急隊の出場が増加傾向にある中、誰もが正しい救急知識を持ち、 

緊急時に適切な応急手当ができるとともに、速やかな救急出場・ 

搬送と確実に受け入れられる救急医療体制の更なる充実が重要です。 

 脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎、アレルギー疾患など、患者の QOL 

（生活の質）に影響の大きい疾患について、市民の不安や心配の 

解消に向け、相談・情報提供機能の充実などを図る必要があります。 

 がんは依然として死因の第一位であり、予防、早期発見から先端医療、緩和ケアまで、 

総合的な取組により、市民が最先端のがん治療を受けることができる環境づくりを進

める必要があります。 
 

＜主な指標＞ 

 

 

 

 

 

（現場の声） 

目  標  

◇身近な生活圏域の中で、安心して適切な医療を受けることができます。 

◇産科・小児医療が充実し、安心して子どもを生み、育てることができます。 

◇必要なときに適切な救急医療を受けることができます。 

 

救急患者の受入体制 
 次のように対象により受
入段階を分けています。 

(1)初期救急 
簡単な投薬、応急処置など
で帰宅することができる

患者 
(2)二次救急 

入院加療を要する中等

症、重症の救急患者等 
(3)三次救急 
  重篤救急患者 

 （人） 

二次救急医療施設の小児救急患者数 

資料：健康福祉局 資料：健康福祉局 
 

分娩取扱施設数の年次推移 

 

産科や小児科、救急
など、医師の確保が
難しい。少ない医師
の体制では疲弊し
てしまう。 
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計画上の見込額 200億円 

達

成

指

標 

 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 

市政への満足度のうち
「病院や救急医療など
地域医療」を選択した市
民の割合 

10.4％ 
（2１年度） 

15％ 
健康福祉局 
消防局 

② 市内の出産取扱数 
28,096 件/年 
（21 年度） 

30,000 件/年 健康福祉局 

③ 
緊急度等が高い傷病者
に対する救急車等の現
場到着時間 

5.3 分 
(21 年) 

5.3 分以内 消防局 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目標達成に向けた主な事業 

 

１ 【新規】産科拠点病院等産科医療の充実 所管局 健康福祉局 
将来にわたり安定した産科・周産期救急医療体制の充実を図るとともに、新たに方面別に産科

の拠点病院を整備します。 

想定事業量 
産科拠点病院 3か所整備 
【直近の現状値】21年度末：実施中 計画上の見込額 11億円 

 

２ 【新規】初期救急医療体制の充実 所管局 健康福祉局 

休日・夜間診療における初期救急医療体制を引き続き確立するとともに、新たに南部方面の体

制の充実を図ります。 

想定事業量 
南部方面 1か所整備 
【直近の現状値】21年度末： 実施中 計画上の見込額 16億円 

 
３ 【新規】救急医療情報・相談機能の充実 所管局 健康福祉局 
救急医療に関する情報提供や電話相談に総合的に対応する「救急医療情報・相談センター（仮

称）」を開設します。また、適切な救急医療の利用についての啓発をすすめます。 

想定事業量 

救急医療情報・相談センター（仮称） 
1か所整備 
【直近の現状値】21年度末： － 

計画上の見込額 5億円 

 
４ 救急救命体制の充実・強化 所管局 消防局 
救急需要に応じた救急隊等の確保・適正配置及び資器材整備を進めるとともに、救急に関する医療
機関等とのデータ共有を進め、消防と医療の連携を図り、迅速な出場と搬送体制を整備します。 

想定事業量 
事業推進 
【直近での現状値】実施中 計画上の見込額 14億円 

 
５ 先端医療の提供 所管局 都市経営局 

横浜市立大学先端医科学研究センターが中心となって、基礎研究で得られた優れた成果を臨床
現場で実践できる医療技術に橋渡ししていくための研究を行い、先端医療の提供を進めます。ま
た、県立がんセンターに整備される重粒子線がん治療施設に対し、人材確保等の支援を行います。 

想定事業量 
先進医療の承認件数：25件（保険適用済みを含む） 

【直近での現状値】21年度末：15件 計画上の見込額 13億円※
 

※このほか、公立大学法人である横浜市立大学が独自に財源を確保して実施します。 

救急医療体制の充実に向けて～救命救急センターの整備 
 救急医療の中でも、緊急を要する重篤傷病者への対応は、特に重要です。 
その対応の中心となる救命救急センターは、22年 4月に市民病院にも開設され、 
現在は 7 か所が稼働しています。  
【市内救命救急センターの設置状況】 
横浜市立大学附属市民総合医療センター、昭和大学藤が丘病院、聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院、 
国立病院機構横浜医療センター、済生会横浜市東部病院、横浜市立みなと赤十字病院、横浜市立市民病院 

 

 
（市民病院の救命救急センター） 
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ラグビー 

ワールドカップ 

2019 年にラグビーワー
ルドカップが日本で開
催されます。横浜でも日

産スタジアムで熱い戦
いが繰り広げられます。 

資料：20年度市民スポーツ意識調査 
（横浜市体育協会） 

施策 13 スポーツや学びで育む豊かなくらし 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 市民が、元気で豊かな生活を送るためには、継続的な運動習慣を身につけたり、そ

れぞれの体力や年齢、技術に応じて、身近な場所（地域）でスポーツに親しんだり

することが必要です。 

 スポーツは参加する人だけでなく、観戦する人へも夢や感動を与えます。さらに、

ワールドカップ・サッカーなど大規模なスポーツイベントを通じ、その運営に携わっ

た市民による継続的な活動が実施されています。 

 横浜は、横浜ベイスターズ、横浜Ｆ・マリノス、横浜ＦＣのプロ 

団体の本拠地となっており、23 年度には、新たに横浜を中心に活

動するプロバスケットボールチーム「横浜ビー・コルセアーズ」

が発足します。また、横浜スタジアム、日産スタジアム、横浜国

際プール等の施設において、一流のプレーに接する機会が数多く

あります。さらに、プロスポーツの選手やコーチなどにより、子ども

から大人までスポーツの楽しさを広める活動が活発に

行われています。 

 市民が安心して利用しやすい身近なスポーツ施設や

多くの人が集うイベントを行うことのできる大規模ス

ポーツ施設（スケート場、武道館等）が求められてい

ます。 

 図書館、地区センターやコミュニティハウスなどは、

市民の主体的な学習活動の支援を行っています。今後も、

市民に身近な学びの場や機会の充実を図ることが必要

です。 

目標  
◇市民が気軽にスポーツや学びを行う環境が整っており、子どもから高齢者ま

で、健康で心豊かな生活を送っています。 

◇市内各所で様々なスポーツイベントが開催され、プロ選手や世界の一流選手

のプレーを通して、観戦する市民も「夢や感動」を共有しています。また、

多くの人が横浜を訪れることにより、まち全体が活気にあふれています。 

＜主な指標＞ 
週１回以上スポーツを行っている市民 
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計画上の見込額 4億円 

達
成
指
標 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 

週１回以上のスポー

ツを行っている成人

の割合 

51.7％ 

（21 年度） 
55％以上 市民局 

② 

ウォーキングや体操

など定期的に運動し

ている高齢者の割合 

53.0％ 

（19 年度） 
60％以上 健康福祉局 

 

目標達成に向けた主な事業 

 

１ 市民参加型スポーツイベントの充実 所管局 市民局 

横浜マラソンや市民体育大会など市民が参加できるスポーツイベントの充実を図ります。 

想定事業量 
121,000人/年 
【直近の現状値】21年度末：117,000人/年 計画上の見込額 1億円 

 

２ 地域におけるスポーツ活動の支援 所管局 市民局 
体育指導委員など地域のスポーツ関係者と協力しながら、グラウンドゴルフやソフトバレーボ

ールなど誰もが楽しめるスポーツを普及するとともに、身近な地域で多世代が様々なスポーツを
楽しむことができる活動を支援し、健康づくりや仲間づくりを進めます。 

想定事業量 
参加者数 363,000 人/年 
【直近の現状値】21年度末： 323,000人/年 計画上の見込額 0.9億円 

 
３ 大規模スポーツイベントの誘致・開催 所管局 市民局 
国際大会などの大規模スポーツイベントの誘致に取り組み、市民のスポーツ観戦やボランティ

ア活動に参加する機会を増やします。 

想定事業量 
20回（4か年） 
【直近の現状値】21年度末： 6回/年 計画上の見込額 1億円 

 
４ 横浜熱闘倶楽部事業の推進 所管局 市民局 
横浜熱闘倶楽部を通し、プロ野球や J リーグの選手やコーチによる学校や市民参加イベントで

の技術指導や講演などを行いスポーツの普及を図ります。 

想定事業量 
123,000人/年 
【直近の現状値】21年度末：111,700人/年 計画上の見込額 0.2億円 

 

５ 
【新規】スポーツ等による市民の健康づくり

の推進 
所管局 健康福祉局 

高齢者が気軽に体操やスポーツ等に取り組める環境の整備や、高齢者自身が体操・レクリエー
ション指導者として地域で活躍できるよう養成を進めるほか、「よこはま市民健康ポイント」制度
を導入するなど、市民の健康づくりのための取組を推進します。 

想定事業量 
高齢者の体操等指導者数（累計）850人 
【直近の現状値】21年度末：744 人 計画上の見込額 1億円 

 
～ 図書館を活用した市民の自主的な活動 ～ 
市内の図書館では、市民が集い、資料や展示スペース、おはなしの部屋などを活用し、自主的に様々な

企画を行っています。２２年度はＡＰＥＣの横浜での開催に合わせ、中央図書館を会場に市民団体が「子
どもの本で知るアジア・南太平洋の国々」をテーマに、図書資料のほか、ポスター、国旗、地図、写真、
民族衣装などの展示、本を紹介するおはなし会などを実施しています。 
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施策 14 多様な居住ニーズに対応した住まいづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 少子高齢化の進展や厳しい社会経済情勢が続く中、高齢者向けの住宅に対する需要が

高まっています。 

 住宅の確保が困難な子育て世帯への適切な住宅供給が求められています。 

 公営住宅の居住者の高齢化が進展（36.1%）し、エレベーターの設置やバリアフリー

等の改修が喫緊の課題となっています。 

 持家のうちの 35％がマンションで、適正な維持管理が求められており、古くなった

マンションでは、大規模改修や再生・建替事業の円滑な合意形成が求められています。 

 安全に安心して生活できるよう、住まいの防犯対策、耐震性、バリアフリーなど住宅

に関する性能やマンション  

管理に関する情報を求める 

ニーズが高まっています。 

 誰もが住み慣れた地域で暮 

らし続けられるよう、在宅 

生活を支える多様なサービス 

のニーズが高まっています。 

＜主な指標＞ 
高齢者世帯数の推移 

目標  
◇市民の多様な居住ニーズに対応できるよう、様々な住宅が供給されていま

す。特に、少子高齢化に伴い、子育て世帯や高齢者が安心して暮らせる住

環境が提供されています。 

◇マンション管理組合の取組によって、良好な維持管理が行われています。 

◇耐震性能や省エネ性能など、住まいに関する情報提供が行われています。 

資料：総務省「住宅・土地統計調査」 
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計画上の見込額 180億円 

達
成
指
標 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 
安心して賃貸住宅に

居住する子育て世帯※ 

40％ 

（21年度） 
46％ 建築局 

② 
自宅で暮らし続けた

い高齢者 

64％ 

（19年度） 
66％ 

建築局 

健康福祉局 
※ヨコハマ・りぶいんのうち、子育て世帯に提供できている割合 

 

目標達成に向けた主な事業 

 

１ 【新規】子育て世帯に配慮した住まいの供給 所管局 建築局 
住宅に困窮する低所得の子育て世帯等に対し、既存ストックを活用し家賃補助付き賃貸住宅を

供給します。また、「地域子育て応援マンション」の認定を行い、子育てにやさしいマンションの
供給を促進します。 

想定事業量 
家賃補助付き賃貸住宅 400 戸（4か年） 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 2億円 

 
２ 公営住宅の改修の推進 所管局 建築局 

高齢者・障害者等のニーズに対応し、住戸改善やエレベーターの設置等を進めます。 

想定事業量 
住戸改善 2,922戸、ＥＶ設置 100棟 

【直近の現状値】21年度末：2,702戸,56棟 計画上の見込額 55億円 

 
３ 高齢者向け優良賃貸住宅の供給 所管局 建築局 

生活支援サービス付きの高齢者向け優良賃貸住宅の供給を進めます。 

想定事業量 
2,204戸 

【直近の現状値】21年度末：1,404 戸 計画上の見込額 24億円 

 
４ 有料老人ホーム等ケア付き高齢者住宅の確保 所管局 健康福祉局 
医療的ケア対応、低料金、立地など、市民ニーズに応える有料老人ホーム等（横浜型特定施設）や

生活支援（ケア）機能を備えた高齢者向け住宅（高齢者専用賃貸住宅（高専賃）等）を確保します。 

想定事業量 
確保数 3,000 戸（4か年） 
【直近の現状値】21年度末：10,502 戸 計画上の見込額 － 

    
５ 民間住宅あんしん入居事業 所管局 建築局 

高齢者や障害者、ひとり親世帯や生活保護受給者等が民間賃貸住宅へ入居できるよう支援を行います。 

想定事業量 
成約件数 2,293 件 
【直近の現状値】21年度末：1,693件 計画上の見込額 0.2億円 

 
６ 高齢者・子育て世帯の住み替え支援 所管局 建築局 

家族構成やライフスタイルの変化に対応するため、高齢者や子育て世帯の住み替え支援を行います。 

想定事業量 
相談件数 4,018件 
【直近の現状値】21年度末：1,618件 計画上の見込額 0.1億円 

 
７ マンション管理組合支援事業 所管局 建築局 
マンション管理組合に対し、適正な維持管理や改修・建替に関する支援を行うアドバイザーの派遣や共用

部分のバリアフリー改修費補助等を行います。 

想定事業量 
派遣件数 684件 
【直近の現状値】21年度末：364 件 計画上の見込額 0.4億円 

 
８ 【再掲】小規模多機能型居宅介護事業所整備事業 所管局 健康福祉局 

身近な地域で 365 日 24時間の介護を提供するサービスを充実します。 

＊P72施策 9目標達成に向けた主な事業 3参照 
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住みよいまちづくりのために、自治会町

内会活動をはじめ、地域での様々な活動の

担い手を増やしていくことが大切です。 

各区の市民活動支援センター、地域ケ

アプラザ、福祉保健活動拠点等では、地

域での様々な活動を支援するため、相談、

活動場所や団体交流の場などの情報提供

のほか、各種講座、研修などを通して、

地域活動への参加のきっかけづくりや人

材育成に取り組んでいます。 

施策 15 参加と協働による地域自治の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状と課題 

 

 少子高齢化や人口減少の状況は市内各地で異なり、家族や地域のあり方が変わってい

く中で、地域で発生する課題は多様化、複雑化しており、様々な担い手が協働で課題

解決に取り組むことが必要となっています。 

 地域では、既に自治会町内会、区・地区社会福祉協議会やＮＰＯなど様々な団体が多

様な活動を行っています。地域によっては、課題解決のための資金確保、人材育成、

各種団体間の交流の不足といった課題が生じています。 

 地域には、地区センター、コミュニティハウス、地域ケアプラザなど、市民がそれぞ

れの目的に応じて利用できる施設があり、個人利用を含めた利用者数は増加し、稼働

率も上がっていますが、さらに有効活用が求められています。 

 こうした施設が未整備の地域からは、相談・支援が受けられる施設や地域活動がで

きる場所を望む声があります。一方で、地域が協力して商店街の空き店舗や団地、

マンション内の空き室等のスペースを活用している例もあります。 

 

＜参考＞主な施設の利用状況 

  
利用者数 ※1 

（単位：千人） 
稼働率 ※2 

（年度） 19 年 20 年 2１年 19 年 20 年 2１年 

地区センター 7,972  8,142  8,286  45% 48% 49% 

コミュニティハウス 2,003  2,067  2,231  52% 52% 55% 

地域ケアプラザ 1,852 1,938 2,047 － 54% 55% 

目標  

◇自治会町内会をはじめとする様々な地域の団体や人々が、課題解決に向け

て自主的・継続的に取り組んでいます。また、地域間の情報・意見交換や

連携した取組が行われるなど、地域に適した形での地域自治が推進されて

います。 

◇区役所が地域住民の声を聴きながら、それぞれの地域に応じた地域支援が

できるよう、横断的な体制になっています。 

◇地域課題解決のため、区役所が把握した地域の情報や課題をもとに、市政

全体として現場の意見や考えを実現していく仕組みが整っています。 

地域活動の担い手づくり 

※1：全施設合計   ※2：会議室等の全施設平均 
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計画上の見込額 20億円 

達 

成 

指 

標 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 

様々な団体や人々が連携

し、地域課題の解決が進

んでいる地域 

― 全区で拡充 
市民局 

健康福祉局 

② 
地域施設が柔軟な手法で

整備・運営されている 
― 実施 

市民局 

健康福祉局 
 

目標達成に向けた主な事業 
 

１ 地域課題解決に向けた組織・取組への支援 所管局 市民局【区】 
地域が、課題解決に向けた組織づくりや自主的、継続的な取組を進められるよう、地域からの

相談に適切に対応し、地域で活動する様々な団体や人々の連携の推進や活動に対する補助、地域
人材の育成など、多様な地域支援を行います。 

想定事業量 
地域の団体間の連携促進等 全区実施 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 － 

 
２ 【新規】地域運営補助金(仮称)の創設 所管局 市民局 
地域が主体的・継続的に課題解決に取り組めるよう、団体間の連携を進め、地域活動を支援す

るための補助金制度を創設します。 

想定事業量 
制度創設・活用 
【直近の現状値】21年度末：－ 

計画上の見込額 1億円 

 
３ 地域で活動する団体間の連携・協働支援 所管局 市民局、健康福祉局【区】 
各区の市民活動支援センター、地域ケアプラザ、福祉保健活動拠点などが、自治会町内会活動

やテーマ型の活動など様々な団体間の連携・協働を支援するとともに、地域活動に参加できるき
っかけづくり、地域の人材づくりなどに取り組んでいきます。 

想定事業量 
連携促進 
【直近の現状値】21年度末：－ 計画上の見込額 － 

 

４ 地域との協働による取組の推進 所管局 
健康福祉局､環境創造局、 

都市整備局､道路局 等【区】 
地域が主体的・継続的に様々な課題解決に取り組むため、福祉保健活動、まちづくりや地域振

興などの分野の垣根を越えて、地域の団体間の連携促進、地域人材の確保など多様な支援を行い
ます。 

想定事業量 

①地域福祉保健計画(地区別計画)策定 251地区 
②地域まちづくり推進条例に基づく登録・認定  169団体 
③公園愛護会 2,430団体 
④ハマロード・サポーター300団体 
⑤水辺愛護会 100団体  
【直近の現状値】21年度末：①185地区、 
②149 団体、③2,353 団体、④256 団体、
⑤89団体 

計画上の見込額 7億円 

 

５ 
【新規】地域ニーズに沿った施設のあり方検討

プロジェクト 
所管局 

都市経営局 

市民局､健康福祉局 等 

 区局間の枠を超えて、地域のニーズを反映した地域施設を柔軟な手法で整備・運営できるよう、
地域施設のあり方を検討していきます。 

想定事業量 
検討・実施 
【直近の現状値】21年度： － 

計画上の見込額 － 

 区役所の地域支援機能の強化 
地域自治の支援にあたっては、区役所の地域支援機能の強化を図ることが非常に重要です。 

そのため、政策分野での取組とあわせ、行財政運営分野において「総合的な地域運営情報の提供」
や「区役所の地域支援機能の強化」、「地域ニーズを市政に反映できる仕組みの強化」等、区役所の
機能強化を進めることで、地域自治を支援していきます。 
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少子高齢化を迎え、地域課題が多様化・複雑化している中で、各区では、地域や区の

状況に応じた仕組みにより、①、②のように地域課題解決の取組を進めています。泉区

では、③のような新たな形で、地域課題の解決を進めています。 

 

① 区連合自治会や地区連合自治会の定例会に、地区連合自治会長や単位自治会長に加え、各種

団体や企業などの代表者が参加している。（図①） 

 

② 地域福祉保健計画、Ｇ３０などテーマ別に区レベルの情報交換の場、地域レベルの協議・活

動の場を設置している。（図②） 

 

③ 泉区では、全ての地区連合自治会の地域ごとに、自治会をはじめ様々な団体で構成する「地

区経営委員会」を設置し、地域の合意形成と課題解決の場としている。また、この「地区経営

委員会」からの各 2名の委員で構成する「区地域協議会」を設置し、区レベルの課題の協議や

区事業の評価等を通じた区政参画、情報交換を実施している。（図③） 

 

  

図

① 

自治会町内会を基礎とした取組 

 

 

図

② 

テーマ別の取組 

 

 

 

 

 

 

 

図

③ 

 泉区の取組 

区連合自治会 地区連合自治会 

・地域課題の共有など 

（各地区連合自治会長や、

各種団体の代表者が参加） 

・地域における課題解決など 

（各単位自治会長や、各種団

体の代表者が参加） 

区地域協議会 地区経営委員会 

【区長の私的諮問機関】 

・諮問への答申、事業評価 

・地域課題の解決に向けた情報交換 

地域福祉保健計画策定推進委員会 

G30 推進会議 

子育て連絡会、防犯協会 
地域防災拠点運営委員会連絡協議会 

                            など 

・地域における課題解決など 

（各単位自治会長や、各種団体

の代表者が参加） 

区レベル 地域レベル 

地域福祉保健計画地区別会議 

G30 活動委員会 

子育て支援グループ 

防犯活動推進委員会 

地域防災拠点運営委員会 など 

・情報交換、課題共有など 

（各地区での活動団体の代表者が参加） 

・地域における課題解決 

（それぞれの取組） 

連携 

連携 

連携 

多様な連携による組織の充実や新たな取組へ 

コラム① 地域における課題解決を目指して！ 
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 地域ではさまざまな団体や人々が連携して課題解決に取り組んでいますが、地域によって団

体間の連携には差があります。そこで今後、課題解決の取組をさらに広げ、活動の担い手を増

やしていくためにも、身近な地域では、連携する団体が増えるとともに、地域間のネットワー

クが広がることが重要になってきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市における地域自治のしくみ 

～市民・地域の元気のための「つなぐ」ネットワーク化～ 

身近な地域において、様々 な団体が連携

し、地域課題の解決に取り組んでいる場 

参加と協働による地域自治のしくみが目指すもの 

「地域」と一言でいっても、その範囲やそこで生活している人の意識、抱えている課

題などはさまざまです。そのような多様な地域ごとに、地域に住んだり働いたりする

人々や団体が、地域の課題解決や魅力を高めることについて共に考え、話し合い、行動

をすることが住み良い地域をつくることにつながります。 

また、課題解決や魅力づくりに取り組んでいる地域が連携して、課題共有や情報交換

等を進めることで、より効果的な課題解決につながっていきます。 

大都市制度の議論も踏まえながら、このような地域ごとのつながりが全区に広がり、

地域による課題解決、区レベルの協議と区政参加の場が充実することを目指します。 

地区社協
学校

消防団

NPO

自治会町内会

地区社協

学校

商店会

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

自治会
町内会

企業

地区社協
学校

民生委員

消防団

自治会町内会

青少年
指導員

青少
年指
導員

民生
委員

体育
指導
委員

自治会
町内会

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

地区社協

企業

民生委員

NPO
自治会
町内会

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

地区社協
学校

民生委員
NPO

自治会町内会

企業 商店会

青少年
指導員

学校

民生委員

NPO

自治
会町
内会

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

市民主体の地域運営

PTA NPO

民生委員学校

自治会町内会

              区役所

区レベルでの協議と
区政参加の場

・地域間の情報交換・交流
・地域課題の共有
・区全域の活動の調整
・区政への提案
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施策 16 コンパクトで活力のある郊外部のまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 郊外部の一部では、人口減少・少子高齢化が進み、空き家・空き地の発生や活力の

低下等の課題が現れつつあります。一方、多くの住宅地は、身近に豊かな緑や公園が

あること、良好な景観・街並みが形成されていること、優れた教育環境があることな

ど、多くの魅力を有しています。 

 まちづくりに対する市民意識が高まりを見せており、地域ニーズに合ったまちづくり

をさらに展開していくことが必要となっています。また、駅を中心に誰もが生活しや

すい環境を整えるため、商業機能や子育て支援機能など様々な機能を強化していくこ

と、誰もが移動しやすい空間の整備やバス交通等の充実が必要となっています。 

 地域の活力を生み出す地域運営や、

楽しく学べる環境づくり、給食サー

ビスなど生活支援をテーマとしたコ

ミュニティビジネスなどによる地域

内雇用の創出など、総合的な取組が

必要となっています。 

目標  ◇地域の拠点としての駅周辺の整備や市民に身近な環境の整備、個性ある景

観づくりが進むとともに、市民主体のまちづくり、地域運営が推進されて

います。 

◇駅前などの拠点と緑豊かな郊外住宅地が地域交通等でつながり、快適で利

便性の高いコンパクトなまちが形成され、市街地の拡散を抑制しつつ持続

可能な都市づくりが進んでいます。 

◇市民の定住意向が高まるとともに、まちなみや景観、最寄駅周辺の整備な

どへの市民の満足度が高まっています。 

市街地の 
拡散抑制 

駅周辺の 
拠点整備 

地域まちづ
くりの推進 

地域特性・
個性・魅力

の創出 

郊外まちづくりの総合的な展開 

既存ストッ
クの活用 

市民主体の
地域運営 

身近な都市
機能の集積 

生活支援機
能の充実 

駅とつなが
る地域交通 

身近な緑・ 
農園 

地域内 
雇用 

コンパクトな 
郊外まちづくり 
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計画上の見込額 410億円 

達
成
指
標 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

① 市内での定住意向 
72.0％ 

（21年度） 
75％ 建築局 

② 
最寄駅周辺の整備に

ついての満足度 

19.0％ 

（21年度） 
25％ 都市整備局 

③ 
まちなみや景観の形

成・保全の満足度 

11.1％ 

（22年度） 
13％ 都市整備局 

 

目標達成に向けた主な事業 

 

１ 人口減少等を踏まえた住環境などの充実 所管局 
都市経営局、建築局、健康福祉局、

都市整備局 等【区】 

大規模団地の空き店舗など既存ストックを活用し、高齢者の見守り機能などを備えた住環境を

創出するとともに、コンパクトなまちづくりに向けて、市街地の拡散抑制を視野に入れ、土地利

用誘導手法などを検討し、その結果を踏まえ現行制度の見直しに着手します。 

想定事業量 
地域活動拠点確保数 6地域 
【直近の現状値】21年度末：2地域 計画上の見込額 0.4億円 

 
２ 鉄道駅周辺の拠点整備 所管局 都市整備局 

駅を中心とした地域の拠点として、駅前広場、歩行者空間などの整備や、商業施設等の生活利

便施設や子育て支援施設の整備などの機能集積を進めます。 

想定事業量 
完了 4地区、事業中 7地区 
【直近の現状値】21年度末： 事業中 7地区 計画上の見込額 380億円 

 
３ 市民主体の地域まちづくりの推進 所管局 都市整備局【区】 

組織・プラン・ルールづくり等のまちづくり活動に対し、コーディネーター派遣や活動助成等

の支援を行うとともに、「ヨコハマ市民まち普請事業」を実施します。 

想定事業量 
グループ登録・組織認定数 169 
【直近の現状値】21年度末：149 計画上の見込額 3億円 

 
４ 【再掲】地域の公共交通維持・活性化 所管局 道路局・都市整備局【区】 
①生活交通バス路線維持支援事業、②地域交通サポート事業、③モビリティマネジメントを推

進します。 
＊P90施策 17目標達成に向けた主な事業 1参照  
５ 【再掲】地域課題解決に向けた組織・取組へ

の支援 

所管局 市民局【区】 

地域が自主的・継続的に地域課題解決に取り組めるよう、多様な地域支援を行います。 

＊P84施策 15目標達成に向けた主な事業 1参照 
６ 【再掲】商店街課題解決プランへの支援 所管局 経済観光局 
全商店街・個店を対象に実施した商店街経営実態調査で明らかになった課題を解決するため、

商店街が策定したプランから優れたものを選定し総合的に支援します。 

＊P106施策 22(2)目標達成に向けた主な事業 4参照 
７ 【再掲】高齢者・子育て世帯の住み替え支援 所管局 建築局 
家族構成やライフスタイルの変化に対応するため、高齢者や子育て世帯の住み替え支援を行い

ます。 

＊P82施策 14目標達成に向けた主な事業 6参照 
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施策 17 市民に身近なきめ細かい交通機能の充実 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 

 市内の路線バスの利用者数は、この 10年間で約 14％減少しており、地域に身近な公

共交通である路線バスなど、公共交通サービスを将来にわたり確保していくことが

大きな課題となっています。 

 徒歩や自転車、公共交通を中心とした環境へ配慮した持続可能な交通体系への移行

を進めていく必要があります。一方、駅周辺では狭隘な道路や自転車の違法駐輪が、

交通の障害や事故の原因になっています。 

 安全・安心な歩行空間や自転車の走行環境を整えるニーズが高まってきています。 

 高齢者や障害者も含めた誰もが移動しやすいまちづくりを推進するといった観点か

ら、道路や鉄道など都市基盤においてもバリアフリー化を一層進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 主 な 指 標 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

目標  ◇誰もが移動しやすい環境が整備されるとともに、路線バスなどの市民に

身近な公共交通サービスが確保されています。 

横浜市内の一日あたりバス乗車人員の推移 

資料：横浜市統計書 

横浜都心部コミュニティサイクル社会実験 

資料：横浜市都市整備局 

安心歩行空間整備 
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計画上の見込額 95億円 

達 

成 

指 

標 

指 標 直近の現状値 目標値（25年度） 所管局 

①  
バス・地下鉄などの

便に対する満足度 

43.2％ 

（21年度） 
46％ 都市整備局 

②  
バリアフリー化整備 

延長の増加 

18.7km 

（21年度） 
30.7km 道路局 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目標達成に向けた主な事業 

 

１ 地域の公共交通維持・活性化 所管局 道路局、都市整備局【区】 
①生活交通バス路線維持支援事業により、交通不便地域の発生を回避し、②地域の主体的な取

組を地域交通サポート事業により支援するとともに、③市民や事業者と連携して公共交通の利用

を促進するモビリティマネジメント※を推進します。 

想定事業量 

①事業中 ②18 地区 ③11 地区 
【直近の現状値】21年度末：①事業中、②12地区 

                 ③3地区 
計画上の見込額 26億円 

※モビリティマネジメント：「過度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを含めた多様な交通手段を適度に
利用する状態」へと少しずつ変えていく一連の取組です。 

２ 安心歩行空間整備事業 所管局 道路局【区】 

まちのバリアフリー推進事業、安心歩行空間整備事業を通じて、誰もが安全に、そして快適に

移動できる歩行者空間を創出します。 

想定事業量 

①安心歩行空間整備延長 200km 
②バリアフリー化整備延長 30.7km 
【直近の現状値】21年度末：①99km,②18.7km 

計画上の見込額 28億円 

 
３ 放置自転車対策と交通安全啓発 所管局 道路局【区】 
自転車利用が増加していく中で、違法駐輪や放置自転車による歩道通行の阻害、並びにこれに起因

した交通事故を無くすための取組を強化します。同時に交通安全に対する啓発活動を実施します。 

想定事業量 
放置自転車削減 5,000 台以上（4 か年） 

【直近の現状値】21年度末：26,524 台 計画上の見込額 5億円 

 
４ 鉄道駅の利便性向上 所管局 都市整備局、健康福祉局 
横浜駅をはじめ、地域の拠点となる駅とその周辺において歩行者空間やエレベータ等を整備し、

駅までのアクセス、乗り継ぎや乗り換えなどの利便性向上に取り組みます。 

想定事業量 

完了 7駅、事業中 1駅、事業化検討 6駅 
【直近の現状値】21年度末：事業中 3駅

事業化検討 6駅 
計画上の見込額 33億円 

 
５ 都心部の自転車利用環境整備 所管局 都市整備局 

都心部で手軽に自転車利用ができるコミュニティサイクルの民間主体での導入を進めます。ま

た、自転車も通行できる遊歩道として東横線跡地の活用を図ります。 

想定事業量 

①コミュニティサイクル 導入 

②東横線跡地整備 事業中 

【直近の現状値】21年度末：①検討中、②事業中 

計画上の見込額 2億円 

 

あおばエコムーブ（環境にやさしい移動手段の利用促進） 

 公共交通機関や青葉はっぴぃバスの運行支援など、環境にやさしい移動手段 

の利用促進に向けた取組となる「あおばエコムーブ」を進めます！また、自転 

車走行空間ネットワークを周知し、自転車利用を促進するため、自転車地図を 

作成・配布します。 
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財政運営 ３ 未収債権の回収整理や使用料等の適正化による財源確保の取組 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

現状と課題 

 

 国民健康保険料や市税など、未収債権全体の滞納額は縮減を図ってきたものの、21

年度決算で 537億円（一般会計･特別会計）と、依然として多額になっています。 

 多くの未収債権があるなか（21 年度決算：87 債権）、回収整理のための専門知識･ス

キル・体制等が不十分な債権があります。 

 市民利用施設の使用料や特定の受益者に対する手数料については、コストに応じた適

正な負担という観点から点検・見直しを進める必要があります。 
 

取組の方向 

 

 早期未納対策や滞納者の状況に応じた的確な滞納整理を促進できるよう、民間事業者

や専門人材を有効活用するとともに体制を整備するなど、収納率の向上等に向けた、

より効果的・効率的な全庁的取組を進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇危機的な財政状況の中、市民負担の公平性と財源確保の観点から、全庁的

な取組方針等に基づく適正な債権管理を行い、未収債権の収納率の一層の

向上等により、財政基盤の強化が図られています。 

◇市民負担の公平性確保の観点から、使用料等の受益者負担の適正化が図ら

れています。 

【図:滞納額全体の推移】 

目標  
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達 

成 

指 

標 

指 標 直近の現状値 目標値(25年度) 所管局 

① 滞納額 
（一般会計・特別会計合計） 

537億円 
(21年度) 

500億円未満 総務局 

② 

収
納
率
※ 

国民健康保険料 71.0％ (21年度) 76.0％ 健康福祉局 

市税 97.1％ (21年度) 97.3％ 総務局 

介護保険料 95.3％ (21年度) 95.5％ 健康福祉局 

保育料 91.8％ (21年度) 93.2％ こども青少年局 

市営住宅使用料 92.5％ (21年度) 92.5％ 建築局 

※現年度分と滞納繰越分の合計値 

 

目標達成に向けた主な取組 

 

１ 回収体制等の整備強化 所管局 総務局 等 
回収整理促進のための全庁的会議（未収債権整理促進対策会議）において、目標達成に向け

た体制や仕組みを検討するなど、各債権所管部署の連携強化を図りながら、回収体制等の整備

を進めます。 

直近の現状値 21 年度：区税務課及び保険年金課運営責任職の相互兼務による連携強化 
 

２ 滞納発生の未然防止 所管局 総務局 等 
滞納発生を未然に防止するため、口座振替の一層の促進や納付方法の多様化など、納付しや

すい仕組みづくりを進めます。また、滞納発生時に速やかな回収整理を行えるよう、保証人の

設定などの事前措置を講じていきます。 

直近の現状値 コンビニ納付の開始（国民健康保険料 15年 10月、市税 16年 4月） 
 

３ 早期未納対策の充実 所管局 総務局 等 
未納となった早い段階で、民間事業者を活用した納付案内センターで電話納付案内を行うな

ど、早期未納対策を進めます。 

直近の現状値 
21 年度：民間事業者による電話納付案内 

モデル実施：国民健康保険料､後期高齢者医療保険料､保育料 
本格実施：介護保険料 

 

４ 専門人材の有効活用 所管局 総務局 等 
債権所管部署だけでは解決困難な案件について、専門的なノウハウを持った職員等を有効活

用し、特に悪質な滞納者への強制手続を支援するなど、全庁的な実務支援を進めます。 

直近の現状値 21 年度：弁護士等専門人材による研修・相談等 
 

５ 受益者負担の適正化 所管局 都市経営局 等 
「使用料の標準的な取扱い」を目安に受益者負担の点検を行い、コスト縮減や収入増に取り

組むなど適正化を図ります。 

直近の現状値 21 年度：－ 
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